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島 根 県 

令 和 ６ 年 ６ 月 ２ ８ 日 

地方創生・行財政改革 

調 査 特 別 委 員 会 資 料 

政策企画局政策企画監室 

資料１ 



政策評価について 

 

 

・ 県では、令和２年３月に、今後の施策運営の総合的・基本的な指針として、県の

最上位の行政計画である「島根創生計画（以下「第１期計画」）」を策定した。 

 

・ 第１期計画では、「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を目指す将来像と

し、若者が増え、次代を担う子どもたちが増えることで活気にあふれ、県民一人ひ

とりが愛着と誇りを持って幸せに暮らし続けられる島根を実現するため、３つの柱、

８つの基本目標を掲げ、政策・施策を展開してきた。 

 

・ また、この間、新型コロナの感染拡大やエネルギー価格・物価の高騰等の喫緊の

課題に最優先で対応してきた。 

 

・ 令和５年５月には、新型コロナウイルス感染症が５類へ移行し、社会活動への影

響は解消されつつあるが、エネルギー価格等は高止まりの状況にあり、県民生活や

企業活動を取り巻く環境は、依然として厳しい状況が続いている。 

 

・ こうした中でも、実施時期や手法を工夫しながら、島根創生の取組を進めてきて

おり、進むべき方向に着実に進捗しているが、全体としては道半ばである。 

 

・ 今後、策定を予定している「第２期島根創生計画」においても、引き続き、状況

の変化に柔軟かつ機動的に対応し、島根創生の実現に向けた取組を実行していく。 

 

・ 本資料は、第１期計画の取組を総括し、評価することを目的に、この４年間（令

和２年度～５年度）の主な成果及び課題と今後の方向性を政策単位で整理したもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 資料中の実績値は、作成時点で把握が可能な最新のもの。なお、「この４年」は令和２年

度から５年度までの実績を表し、「この３年」は令和２年度から４年度までの実績を表す。 
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将来像 柱 基本目標 政策 頁

Ⅰ　活力ある産業をつくる １　魅力ある農林水産業づくり 3

２　力強い地域産業づくり 4

３　人材の確保・育成 5

Ⅱ　結婚・出産・子育ての希望をかなえる １　結婚・出産・子育てへの支援 6

Ⅲ　地域を守り、のばす １　中山間地域・離島の暮らしの確保 7

２　地域の強みを活かした圏域の発展 8

３　地域の経済的自立の促進 9

４　地域振興を支えるインフラの整備 10

Ⅳ　島根を創る人をふやす １　島根を愛する人づくり 11

２　新しい人の流れづくり 12

３　女性活躍の推進 13

Ⅴ　健やかな暮らしを支える １　保健・医療・介護の充実 14

２　地域共生社会の実現 15

Ⅵ　心豊かな社会をつくる １　教育の充実 16

２　スポーツ・文化芸術の振興 17

３　人権の尊重と相互理解の促進 18

４　自然、文化･歴史の保全と活用 19

Ⅶ　暮らしの基盤を支える １　生活基盤の確保 20

２　生活環境の保全 21

Ⅷ　安全安心な暮らしを守る １　防災対策の推進 22

２　安全な日常生活の確保 23
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１．これまでの主な成果                                                    

  水田園芸の推進では、県重点推進６品目の作付面積が１２８ha（Ｒ元）から

２３５ha（Ｒ５）に拡大し、これまで水稲しか栽培してこなかった集落営農組

織等で水田園芸に取り組む組織が出てきている。 

  美味しまね認証制度を核としたＧＡＰの取組を推進し、全国で初めて国際

水準ＧＡＰと認められた美味しまねゴールドの認証取得者が６４５経営体に

増加した。 

  森林経営の収益力向上や林業就業者の確保に向けた取組により、県内原

木生産量が６２３千㎥（Ｒ元）から６８９千㎥（Ｒ５）に増加した。 

  高校生への林業学習の充実、農林大学校林業科でのコース新設や定員数

増、林業事業体が自ら行う労働条件・就労環境の改善の取組の推進等に

より、林業就業者数が９６０人（Ｒ元）から９８８人（Ｒ５）に増加した。 

  沿岸自営漁業では、県独自の給付金の創設や担い手育成に協力的な経営

体との協定締結等により、この４年で４９人の新規就業者を確保した。 

  魚種分布予測システムの導入により、小型魚の保護と効率的な操業の両

立が図られ、沖合底びき網漁業の水揚金額が１３.７億円（Ｒ２）から１５.１億

円（Ｒ５）に増加し、収益性の向上が進みつつある。また、高性能漁船を導

入し、経営強化に取り組む企業的経営体も増えている。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  水田園芸に取り組みやすい環境を整備するため、ＪＡと連携した共同利用施設の整備や機械のレンタ

ル等、生産から販売までを共同で行う拠点産地づくりを推進していく。 

  認定農業者でのＧＡＰ取得が進んでいないため、ＧＡＰに取り組むメリットが実感できる販売環境の構

築に向け、県内外への確実な販路確保と物流改善に取り組んでいく。 

  県産原木の供給量が増加傾向にある一方で、最も高値で取引される製材用原木の割合や製材加工

品の出荷量の伸びが十分でないため、引き続き、林業の低コスト化と更なる増産体制づくり、製材用

原木･製品の需給拡大の取組を進めていく。 

  林業就業者の定着率向上が課題であるため、定着率に直結する初任給引上げ、給与水準の向上、週

休二日制の導入を重点３項目として推進していくとともに、事業体の投資が働き方の多様化や女性・

子育て世代の就業環境の整備といった人や就労環境改善に向けられるよう促していく。 

  沿岸自営漁業の新規就業者の確保のため、給付金制度の継続や研修生の受入態勢の充実等により、

未経験者が就業しやすい環境を整えるとともに、ＳＮＳ等を活用した積極的な情報発信に取り組んで

いく。 

  企業的漁業では、資源管理と効率的な操業の更なる両立を図るため、複数魚種の分布量が予測可能

となるような魚種分布予測システムの強化に取り組む。また、高性能漁船の導入を推進していく。 

政策Ⅰ－１ 魅力ある農林水産業づくり 

関連施策 (1)農業の振興 (2)林業の振興 (3)水産業の振興 
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１．これまでの主な成果                                                    

  島根大学を中核とする産学官金連携の取組「次世代たたらプロジェクト」に

より、同大学内に「次世代たたら協創センター」が開設され、先端金属等の

研究が進み、「材料エネルギー学部」の創設にもつながった。 

  しまねソフト研究開発センターを中核に、研究開発や市場開拓支援を推進

し、県内ＩＴ企業の売上が２８９億円（Ｒ元）から３３４億円（Ｒ４）に増加した。 

  民間事業者による「美肌観光」のモデルプランや体験コンテンツ造成の取組

（３６件）が進むとともに、大手化粧品会社と連携して温泉の肌への効用を

調査（１９施設）し、得られたエビデンスをプロモーションに活用した。 

  食品製造事業者の経営基盤強化・販路拡大を支援する補助事業、アドバ

イザー派遣、営業代行等に取り組み、県産品の取扱額の増加（Ｒ元:８５１百

万円→Ｒ４:９５８百万円）や新たな販路の開拓（６４９品目）につながった。 

  事業承継・引継ぎ支援センターを始め、士業、商工団体、金融機関等の関

係機関との連携の強化を図ったことにより、事業承継計画を策定し、後継

者を確保した企業数が令和２年度から令和５年度までで６１２社に達した。 

  令和２年度から令和５年度までの立地計画認定により、投資計画額は約 

８６１億円、増加雇用計画数は１,３５７人が見込まれている。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  企業の研究開発力の強化や成長性の高い市場への参入を促すため、企業との共同研究の推進や高

度専門人材の育成・定着、生産性の向上、販路開拓等の取組への支援に、県、高等教育機関、支援機

関等が連携して取り組んでいく。 

  エンジニアの不足を訴える県内ＩＴ企業が多いため、即戦力となるＩＴ人材のほか、情報系学部以外の

学生も対象に加え、企業の魅力や情報を届ける機会や交流機会を増加させ、人材定着を図っていく。 

  「美肌観光」の認知度向上とイメージ定着を図るため、「ご縁も、美肌も、しまねから。」をキャッチフレー

ズにプロモーションを展開するとともに、売れる商品づくりに向けた民間事業者の取組を支援していく。 

  展示・商談会での成約が十分でない事業者を支援するため、補助事業やアドバイザー派遣等の活用

を促進するとともに、「しまね県産品販売パートナー店」との連携、事業者のニーズに応じた展示商談

会への出展、営業代行等の取組を充実、強化していく。 

  後継者の不在率が高いため、関係機関との連携を強化し、第三者承継を含めた後継者探しを引き続

き支援する。また、作成された事業承継計画の進捗状況を確認し、確実な実行を支援していく。 

  県内企業の規模拡大では、投資費用の負担と人材確保が課題であるため、企業立地助成金と市町村

や関係機関と連携した人材採用支援に引き続き取り組む。県外企業の新規立地では、島根県が選ば

れるよう、立地環境、優遇制度、物件紹介、人材確保支援等の総合的な提案を行っていく。 

政策Ⅰ－２ 力強い地域産業づくり 

関連施策 (1)ものづくり・ＩＴ産業の振興 (2)観光の振興 (3)地域資源を活かした産業の

振興 (4)成長を支える経営基盤づくり (5)産業の高度化の推進 
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１．これまでの主な成果                                                    

 ※若者の県内就職の促進は「政策Ⅳ-２」を参照。 

  多様な人材の就業を支援する「しまね若者サポートステーション」、「ミドル・

シニア仕事センター」、「レディース仕事センター」におけるきめ細かな寄り

添い型の支援により、窓口を利用した中高年齢者や女性の就職者数が令

和元年度の２９０人から令和５年度には５８５人に増加するなど、求職者の

希望に沿った就職につながった。 

  首都圏等で働く優秀な人材（プロフェッショナル人材）の確保に向け、セミ

ナーの開催や個別説明等に取り組んだことにより、プロフェッショナル人材

確保支援の年間成約件数が１４件（Ｒ元）から５８件（Ｒ５）に増加した。 

  しまねいきいき職場づくり支援補助金等の支援により、新たに社内研修や

職場環境の改善に取り組む企業が令和元年度の１６社から令和５年度には

１２８社に増加するなど、働きやすい職場づくりが進み、新規学卒者の就職

後３年定着率も上昇傾向にある。 

  県内中小企業等への奨励金等の支援により、令和５年度で新たに２３５事

業所（２４６件）が従業員の出産後の職場復帰や子育てしやすい柔軟な働

き方の導入に取り組むなど、労働者が出産・育児を理由に離職することなく

安心して働き続けられる職場環境づくりが進んだ。 

  高等技術校では、就職に必要な専門的技能等を習得できる職業訓練や資

格取得や就職に向けたサポートにより、施設内訓練修了生の県内就職率

は９割を超えている。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  多様な人材の就業支援では、ミスマッチの状況も見受けられることから、引き続き、寄り添い型の支援

により、就職者数を増やしていく。 

  首都圏等で働く即戦力人材の確保が進んでいる一方で、県西部や隠岐地域での活用が低調であり、

また、転居、勤務条件、家族の同意等が障壁となっているため、ＰＲを強化するとともに、副業・兼業に

よる確保も推進していく。 

  働き方改革への理解が進んできている一方で、新規学卒者の就職後３年定着率は依然として７割を

下回る状況にあるため、引き続き、経営者等への働きかけや職場環境の改善等の取組への支援によ

り、魅力ある企業を増やしていく。 

  女性の出産・育児を理由とした離職割合が減少している一方で、子育て支援のための柔軟な働き方

制度を導入する事業者の割合が低いため、子育てしやすく、安心して働き続けられる職場環境づくり

が一層進むよう引き続き支援するとともに、育児・介護休業法の改正等も踏まえた支援の充実を図る。 

  高等技術校の職業訓練について、資格取得や就職率の高さ等のメリットがあまり知られていないため、

オープンキャンパスの開催や広報の充実等に取り組み、イメージアップや訓練生の増加を図っていく。 

政策Ⅰ－３ 人材の確保・育成 

関連施策 (1)多様な就業の支援 (2)働きやすい職場づくりと人材育成 
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１．これまでの主な成果                                                    

  縁結びボランティア「はぴこ」の活動支援やしまねコンピューターマッチング

「しまコ」の運用により、しまね縁結びサポートセンターが関与した婚姻数

は、この４年で２８０組に達している。 

  不妊治療への支援について、保険対象外となる治療費への県独自の助成

を行うなど、安心して治療を受けられる環境整備が進んでいる。 

  小学６年生までの医療費助成の開始により、各市町村が制度を拡充し、県

内全域で中学生が何らかの医療費助成の対象となるなど、子育て世代の

経済的負担の軽減が進んでいる。 

  市町村の保育の受け皿整備への支援や保育士確保に向けた学生への就

学資金貸付支援の拡充等に取り組み、保育所の待機児童はほぼ解消した。 

  放課後児童クラブでは、受入れ可能児童数が９,８０１人（Ｒ元）から１１,２４５

人（Ｒ５）に増加したほか、利用時間を１８時半まで延長するクラブ数も２１８

箇所（Ｒ５）と全体の８３.２％となり、放課後等に安心して子どもを預けられ

る環境整備が進んでいる。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  「はぴこ」や「しまコ」の認知度が低いため、若い世代に直接届く広報により、利便性向上や登録料減額

等のＰＲを行い、相談者や会員数を増加させることで、より幅広なマッチング体制を構築していく。また、

県外でのイベント開催やマッチング機会の提供により、県内転入や移住を促進していく。 

  市町村の出会いイベントの集客に課題があるため、令和５年度に広域イベントメニューを追加した市

町村への交付金、結婚支援コンシェルジュによる全市町村訪問や相談窓口の開設等のきめ細やかな

フォローアップにより、市町村における結婚支援の充実を図っていく。 

  将来生活への不安から結婚に前向きになれない若い社会人を支援するため、企業等の協力を得なが

ら、自らが望む将来の生活を考える講座を開催するなど、結婚や子育てを身近に感じてもらう機会を

確保していく。 

  高齢出産等のリスクの高くなる出産を支援するため、不妊や不育等の悩みを相談できる「しまね妊娠・

出産相談センター」の周知を図るとともに、妊娠前からの健康管理に向けた情報発信を行っていく。 

  子育ての経済的負担の軽減には市町村との連携が不可欠であるため、令和７年度から県内全域で実

施する予定の子ども医療費助成の高校生相当年齢までの拡充も、県と市町村が一体となって取り組

んでいく。 

  保育所では、保育人材の不足や利用児童数が減少している地域の保育機能の維持等といった課題

があるため、地域の実情に応じた運営ができるよう支援を行っていく。 

  放課後児童クラブでは、利用希望の増加等により待機児童が生じているため、引き続き、利用定員増

や利用時間延長等の支援を行うなど、受入環境の充実を図っていく。 

政策Ⅱ－１ 結婚・出産・子育てへの支援 

関連施策 (1)結婚への支援 (2)妊娠・出産・子育てへの支援 
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１．これまでの主な成果                                                    

  生活機能の維持・確保のための実践活動に取り組んでいる公民館エリア

数が令和元年度末の１１０エリアから令和６年３月末には１５４エリアとなる

など、住民主体の活動が着実に進んでいる。 

  複数の公民館エリアで連携した取組を進める「モデル地区」を４箇所選定

し、重点的に支援を行ったことで、移動販売や活動拠点の整備等の新たな

取組が進められた。 

  地域包括ケアでは、地域において生活支援・介護予防サービスの充実に向

けたコーディネートを行う「生活支援コーディネーター」の全市町村への配

置や関係機関による協議の場の設置等により、体制の充実が図られた。 

  担い手不在集落の解消に向けた取組では、支援対象集落をリストアップ

し、集落ごとに具体的な解消手法を定めて活動を行ったことで、この４年で

７９集落の担い手不在が解消された。 

  地域ぐるみで鳥獣被害対策を行う集落等を支援し、令和５年度に指定した

１３地域において、被害額が４６.８％減少した。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  生活機能の維持・確保のための実践活動では、引き続き、住民の合意形成に向けた支援が課題であ

るため、持続的な地域運営を行っていくための取組を学ぶ研修等を通じた市町村職員や地域の活動

実践者等の人材育成を行っていく。 

  小さな拠点づくりの取組を全県に波及させるため、「モデル地区」の取組過程や成果について、県の広

報媒体等を活用し積極的に情報発信していく。 

  高齢者の通院や買い物等のための移動手段の確保が課題であるため、地域の実情に合致した効率

的な運行形態への転換が図られるよう見直した補助制度による検討を市町村へ促していく。 

  一部の地域では、買い物や交通等の日常生活に必要な機能・サービスの確保が急務であるため、市

町村と連携・協力し、生活機能の確保に直結する取組について、行政がより関与しながら、旧市町村

単位で維持・確保するための対策に取り組んでいく。 

  「生活支援コーディネーター」のスキルアップが課題であるため、社会福祉協議会や地域のリーダー等

と連携した効果的な活動ができるよう、研修会の開催やアドバイザー派遣等の支援を実施していく。 

  担い手不在の解消に向けた方向性が見えてこない集落も多いため、「地域計画の策定」や「地域農業

の維持・発展の仕組みづくり」との連携を図りながら、地域での議論を促進していく。 

  中国山地のニホンジカ等による林業被害額が増加傾向にあるため、引き続き、地域ぐるみの鳥獣被害

対策や中国山地のニホンジカ捕獲体制整備を進めていく。 

政策Ⅲ－１ 中山間地域・離島の暮らしの確保 

関連施策 (1)小さな拠点づくり (2)持続可能な農山漁村の確立 
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１．これまでの主な成果                                                     

  出雲縁結び空港では、運用時間の１時間延長、発着枠の１０便拡大につい

て空港周辺住民の合意が得られ、運用開始に向けて取組を進めている。ま

た、開港以来初のＬＣＣによる成田からのチャーター便が令和４年７月に運

航されるとともに、令和５年１２月には、国際定期便就航実現に向けた覚書

をベトナム航空との間で締結した。 

  萩・石見空港では、羽田発着枠政策コンテストの中間評価により、令和７年

３月までの２便運航の継続が決定したほか、令和２年の夏ダイヤから第１便

の発着時間が約２時間早まり、東京線の利便性が向上した。 

  県立インフラ施設では、券売機のキャッシュレス化や施設整備等を行った

ほか、修学旅行等で訪れる学校が増加したことなどにより、令和４年度には

一部施設の入館者数がコロナ禍前の水準まで回復した。 

  世界遺産石見銀山遺跡では、県外講座を動画配信で行うことにより、コロ

ナ禍においても多くの参加者を呼び込んだ。また、一般の方々にわかりや

すいテーマとするなど、内容を工夫することにより、興味・関心が高まったと

感じた人の割合も高まった。 

  隠岐ユネスコ世界ジオパークでは、環境教育・学術研究・ジオサイト整備や

観光誘客の取組を一体的に実施する（一社）隠岐ジオパーク推進機構を設

立し、更なる隠岐地域の活性化と振興につながる体制が整った。 

  令和２年６月に新たに２件の日本遺産が認定され、県内の認定数は７件と

なった。これを契機に、その魅力を観光ポータルサイトやＳＮＳ等により広く

発信し、全国でも高く評価された県内の日本遺産の素晴らしさを改めて知

っていただけた。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  各航空路線の利用者数はコロナ禍前の水準にほぼ回復したが、更なる航空需要の回復・拡大に向け、

回復が遅れている路線の利用促進策や訪日外国人観光客の誘致に向けたＰＲ等に取り組んでいく。 

  県立インフラ施設では、県内外からの更なる誘客を促進するため、リニューアルした展示施設の活用

や周辺施設等と連携した情報発信に引き続き取り組んでいく。 

  歴史的遺産や自然環境が持つ魅力等の情報へのアクセスに課題があるため、「いいけん、島根県」プ

ロモーション特設サイトで島根の自然や文化を紹介するなど、一体的な広報を図るとともに、ふるさと

教育等の教育場面での活用、動画配信やＳＮＳの活用等を工夫・強化し、県内外での認知度を高め、

交流人口の拡大と地域の活力につなげていく。 

  地域資源の認知度の向上や来訪意欲の喚起を図るため、引き続き、首都圏のＰＲ会社と連携し、テレ

ビや雑誌等の各種メディアでの露出を高めるとともに、地域資源を活かした体験コンテンツや旅行商

品造成の取組を支援し、受入環境の充実を着実に進めていく。 

政策Ⅲ－２ 地域の強みを活かした圏域の発展 

関連施策 (1)牽引力のある都市部の発展 (2)世界に誇る地域資源の活用 

写真:HARAKenichi 
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１．これまでの主な成果                                                    

  中山間地域におけるスモール・ビジネスの取組では、県の支援事業を活用

し、この４年で県内１１２事業者が豊かな自然環境や特徴ある地域の資源を

活用した商品・サービスの開発に取り組み、雇用創出等が進みつつある。 

  産地創生事業では、マーケットインの考え方に基づく農産物の生産増加等

や新たな担い手が継続的に確保されるモデル産地が１３エリア創出された

ことにより、この４年で４５人の新規就農者を確保した。 

  海外市場の需要が伸びる中、県の支援等により県内企業の販路開拓の取

組が進み、農林水産物・加工食品の輸出実績額が１５億円（Ｒ元）から２２億

円（Ｒ４）に増加した。 

  食品製造事業者の県産原材料活用の拡大による地域経済の活性化を目

的としたモデル創出を支援したことにより、県産原材料を活用した商品開

発・改良や販路拡大の取組が進み、支援策を利用した事業者の県産原材

料調達額がこの３年で６５百万円増加した。 

  県産木材利用を積極的に提案できる工務店をこの４年で１５４社認定し、認

定工務店における県産木材の利用量と利用率がともに上昇した。 

  再生可能エネルギーの推進では、市町村・事業者向け導入支援に取り組

んだ結果、発電量が１,２８９百万ｋＷｈ（Ｒ元）から１,６３１百万ｋＷｈ（Ｒ４）へ

増加するなど、持続可能なエネルギーの確保につながった。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  スモール・ビジネスでは、規模が小さい事業者やビジネスに関する基礎知識が十分でない事業者を支

援するため、専門家派遣、オンライン講座等の機会の提供、販売者と連携した売れる商品づくりを行う

とともに、新商品開発や販路拡大等に向けた事業者間の連携を促していく。 

  産地創生事業では、コロナ禍等により計画どおりに取組が進んでいない産地やモデル性の高い活動

に取り組む産地があるなど、状況が様々であるため、事業実施期間の延長や取組の深化等、産地の

実情に合わせた支援を継続していく。 

  販路拡大や生産管理に課題がある食品製造事業者に対しては、様々な経営課題に対する助言を行

いながら、引き続き、モデル創出のほか、販路拡大や効率的な商品製造等を行うための取組への支援

を行っていく。 

  県産木材利用では、需要を満たす製品供給が十分でないため、製材工場における県産木材製品の生

産体制の強化を図るとともに、グループ化した製材工場からの供給体制の円滑化を更に推進し、認定

工務店の県産木材利用率をより高めていく。 

  再生可能エネルギーの推進では、地域の実情に応じた取組が必要であるため、市町村等と連携した

普及啓発や県内中小企業等での設備導入の促進を図っていく。 

政策Ⅲ－３ 地域の経済的自立の促進 

関連施策 (1)稼げるまちづくり (2)地域内経済の好循環の創出 
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１．これまでの主な成果                                                    

  島根県内の高速道路の開通率は８１％であり、開通区間の沿線地域では、

企業進出や観光客数の増加等、地域経済への波及効果が現れている。 

  萩・石見空港では、滑走路舗装改良や進入灯橋梁の修繕が完了し、老朽

化対策が計画的に進んでいる。 

  隠岐世界ジオパーク空港では、ターミナルビルの拡張や乗降施設の改修が

完了し、空港利用者の利便性が向上した。 

※出雲縁結び空港は「政策Ⅲ-２」を参照。 

  浜田港では、新北防波堤の整備が進み、港湾施設整備率は４０.６％（Ｒ元）

から５９.５％（Ｒ５）へ上昇するなど、物流拠点港としての環境整備が進んだ。 

  農業では、ほ場整備実施地区の多くで水田園芸が開始され、担い手への

農地集積がこの４年で約２６７ha 増加するなど、生産性向上につながった。 

  林業では、林業専用道を重点的に整備し、この４年で５６㎞を供用したこと

で、原木生産の低コスト化につながった。 

  漁業では、防災拠点漁港の岸壁耐震強化がこの４年で３施設完了し、大規

模地震災害発生後も漁業活動が継続可能となる漁港の確保が進んだ。 

  企業立地では、この４年で県営工業団地を９１,２４７㎡造成するなど、着実

にインフラを整備し、県外企業の新規立地や県内企業の再投資が進んだ。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  島根県内の高速道路の開通率は全国の８９％に比べると未だ低い状況にあり、特に山陰道は７２％に

とどまっている。ミッシングリンクの解消や防災面の強化のため、事業中区間の整備促進と一日も早

い全線開通を国に働きかけていく。 

  空港の滑走路や航空灯火施設等は、維持管理更新計画に基づき、計画的に更新・改良を行っていく。 

  浜田港では、港内静穏度の向上、大型化する船舶が接岸できる岸壁の不足等の課題があるため、防

波堤や岸壁等の必要な港湾施設の整備に計画的に取り組んでいく。 

  ほ場整備では、水田園芸の取組拡大に積極的に取り組む地区の整備を重点的に推進していく。 

  林業専用道整備では、市町村等の多様な主体による整備促進が必要であるため、技術的な支援を行

っていく。また、低コストで事業者が使いやすく、短期で開設できる中規格作業道の整備を促進する。 

  防災拠点漁港では、漁業活動の継続に必要となる防波堤や橋梁の耐震強化を推進していく。 

  中山間地域等への企業立地を促進するため、市町村が行う遊休施設を活用した貸オフィス・貸工場

整備やサテライトオフィス整備を支援していく。また、県内企業の新工場設置に向け、オーダーメイド

方式による工業用地の造成に必要な調査等を実施するなど、立地環境の整備に取り組んでいく。 

政策Ⅲ－４ 地域振興を支えるインフラの整備 

関連施策 (1)高速道路等の整備促進 (2)空港・港湾の機能拡充と利用促進 (3)産業イン

フラの整備促進 
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１．これまでの主な成果                                                    

  学校と地域が一体となって子どもたちを育む協働体制「高校魅力化コンソ

ーシアム」を全ての県立高校が構築し、学校と地域の連携・協働による魅力

ある教育活動の展開が図られている。また、特別支援学校では、地域連携

コーディネーターの配置等により、地域との連携強化が進んでいる。 

  県内全ての公立小中学校において、地域の教育資源を活用したふるさと

教育を実施しており、中学２年生の４割が地域や社会をよりよくするために

何をすべきかを考えることがあるなど、子どもたちに地域への愛着や誇り、

貢献意欲が身についてきている。 

  県民活動支援センターと連携し、ＮＰＯの人材育成や情報発信の強化を行

った。また、ＮＰＯのオンライン環境の整備や活動支援を行い、コロナ禍にお

ける社会的ニーズに対応した。 

  社会教育士の養成強化のため、島根大学と連携してＩＣＴを活用した講習

を実施するなど、受講機会の拡充を行った結果、教員籍以外の講習受講

者数が令和元年度の１９人から令和５年度には５７人に増加した。 

  県内大学と企業、県、県教育委員会等で設置する「しまね産学官人材育成

コンソーシアム」の活動により、県内大学等の県内就職率が２９.４％（Ｒ元）

から３４.７％（Ｒ４）に上昇した。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  「高校魅力化コンソーシアム」の活動内容や進路につなげる動きに地域差があるため、学校への訪問

や研修会の実施を通じて、コンソーシアムの意義や取組の事例・手法等を共有していく。また、特別支

援学校では、学校と地域の連携による教育活動を引き続き強化していく。 

  ふるさと教育では、体験活動で学習が完結し、確かな学力や実行力の育成に結びついていない場合

があるため、子どもたちの発達段階に応じた取組や保幼小中高のつながりを意識した事例を研修会

等で伝えるとともに、各市町村における指導主事や社会教育主事の連携についても促すなど、授業改

善を図る取組を進めていく。 

  ＮＰＯの団体活動基盤の強化が課題であるため、引き続き、しまね社会貢献基金制度の認知度向上、

基金を活用した財政支援や研修の実施・専門相談による支援に取り組んでいく。 

  社会教育士の養成では、活動内容やその成果に対する理解が進んでいないことや受講修了者のネッ

トワーク化が図られていないことが課題であるため、島根大学と連携した情報発信に努めるとともに、

社会教育士の能力向上やネットワーク構築を進めていく。 

  県内就職率を高めるため、「しまね産学官人材育成コンソーシアム」を中心に各機関が連携し、県内高

校から県内大学等への進学の促進、学生が低学年次から県内企業を知る機会の創出、インターンシ

ップの充実等を図っていく。 

政策Ⅳ－１ 島根を愛する人づくり 

関連施策 (1)学校と地域の協働による人づくり (2)地域で活躍する人づくり (3)地域を

担う人づくり 
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１．これまでの主な成果                                                    

  三大都市圏に暮らす若者向けに実施した「いいけん、島根県」プロモーショ

ンでは、交通広告を見た人のうち１９.０％が島根や移住について調べるな

ど、島根県や地方移住への関心を高めた。 

  高校生の県内就職の促進では、人材確保育成コーディネーターを配置し、

高校のキャリア教育と連携して生徒の県内企業への理解促進を図った結

果、県内就職率が８１.２％（Ｒ５）と近年で最高となった。 

  学生等の県内就職の促進では、学生就職アドバイザー等の配置による低

学年次からの意識付けや「しまね産学官人材育成コンソーシアム」の取組

等の結果、県外４年制大学の島根県出身者の県内就職率が２６.６％（Ｒ

元）から３０.２％（Ｒ４）、県内大学等は２９.４％（Ｒ元）から３４.７％（Ｒ４）に

上昇した。 

  産業体験の新規認定者数は、この４年で３６４人となった。また、Ｕターン・Ｉ

ターン希望者への無料職業紹介では、同じく１,１９７人の方の就職先が決

定し、着実に実績を出している。 

  令和３年１０月に開設した、しまね関係人口マッチング・交流サイト「しまっ

ち！」による関係人口と地域とのマッチング実績は、令和６年３月末で１３４

件、５６７人となっており、地域活動の活性化につながっている。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  「人間らしい、温もりのある暮らし」ができる島根のイメージの一層の醸成と定着のため、首都圏等に

住む若者や子どもの進路選択に影響力のある県内の親世代に向けた情報発信を、発信する内容や

実施媒体、ウェブサイトの構成等を適宜見直しながら継続していく。 

  西部や隠岐地区の高校生の県内就職率が低いため、人材確保育成コーディネーターによる生徒と企

業とをつなぐ対策や教員、保護者への啓発等を各学校の実情に応じて進めていく。 

  県内外の大学等からの県内就職を更に促進するため、中国地方を最重点地域とし、「しまね産学官人

材育成コンソーシアム」との連携、学生就職アドバイザーによる取組の強化、保護者向けセミナー等を

実施し、企業・就活情報を広く届けていく。 

  Ｕターン・Ｉターン全体の３/４を占める中国・西近畿・南関東のうち、中国及び西近畿に減少傾向がみ

られるため、大阪・広島事務所の相談機能の強化や民間事業者のネットワーク等を生かした情報発信

等、Ｕターン・Ｉターン者を掘り起こす仕掛けづくりを進めていく。 

  「しまっち！」の登録者数や地域活動プログラムの種類が十分でないため、関係人口セミナー受講生

等に対して「しまっち！」への登録を促すとともに、地域に対しては、市町村と連携した機運醸成のほ

か、地域活動プログラムの造成や魅力化、関係の維持・深化に向けた取組への支援等を行い、「しまっ

ち！」への掲載につなげていく。 

政策Ⅳ－２ 新しい人の流れづくり 

関連施策 (1)しまねの「暮らし」や「魅力」の情報発信 (2)若者の県内就職の促進 (3)Ｕ

ターン・Ｉターンの促進 (4)関係人口の拡大 
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１．これまでの主な成果                                                    

  経営者への意識啓発やアドバイザー派遣等により、女性活躍の推進に積極

的に取り組む「しまね女性の活躍応援企業」が令和元年度の２４４社から令

和５年度には３８０社に増加した。 

  就労を希望する女性に対し、丁寧な相談対応やスキルアップ支援等のきめ

細かな就労支援を行う「レディース仕事センター」を利用した女性の就職者

数が令和元年度の１５６人から令和５年度には３６７人に増加した。 

  子育て支援に対する理解が進み、従業員の子育てを積極的に支援する「こ

っころカンパニー」が３２４社（Ｒ元）から４６６社（Ｒ５）に増加した。 

  県内中小企業等への奨励金等の支援により、令和５年度で新たに２３５事

業所（２４６件）が従業員の出産後の職場復帰や時間単位の年次有給休

暇、育児短時間勤務制度の導入等に取り組むなど、仕事と子育てを両立で

きる職場環境整備が進んだ。 

  市町村の保育の受け皿整備への支援や保育士確保に向けた学生への就

学資金貸付支援の拡充等に取り組み、保育所の待機児童はほぼ解消した。 

  放課後児童クラブでは、受入れ可能児童数が９,８０１人（Ｒ元）から１１,２４５

人（Ｒ５）に増加したほか、利用時間を１８時半まで延長するクラブ数も２１８

箇所（Ｒ５）と全体の８３.２％となり、放課後等に安心して子どもを預けられ

る環境整備が進んでいる。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  女性活躍の推進に積極的に取り組む企業が増えている一方で、「働き続けやすい」と感じる女性の割

合は５割であり、係長以上の役職への女性登用割合も低いため、｢しまね働く女性きらめき応援会議｣

とも連携し、女性活躍が人材の定着や生産性の向上につながることを企業に伝え、｢しまね女性の活

躍応援企業｣を増やしていくことで、女性が活躍できる環境づくりを推進していく。 

  女性就職相談窓口を利用した就職者数は年々増加している一方で、マッチングが進みにくい状況に

あるため、窓口の相談員による企業訪問活動を強化し、求職者のニーズや適性にあった求人開拓を

進めるとともに、相談員の相談対応技術の向上やＳＮＳ等を活用した相談体制の充実により、女性の

希望に沿った就労の実現を図っていく。 

  子育てや介護と両立しながら働き続けられる職場環境づくりを進めるため、育児・介護休業法の改正

も踏まえ、官民が連携して、企業の取組に対する支援や男性の育児参加促進等に取り組んでいく。 

  保育所では、保育人材の不足や利用児童数が減少している地域の保育機能の維持等といった課題

があるため、地域の実情に応じた運営ができるよう支援を行っていく。 

  放課後児童クラブでは、利用希望の増加等により待機児童が生じているため、引き続き、利用定員増

や利用時間延長等の支援を行うなど、受入環境の充実を図っていく。 

政策Ⅳ－３ 女性活躍の推進 

関連施策 (1)あらゆる分野での活躍推進 (2)安心して家庭や仕事に取り組むことができ

る環境づくり 
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１．これまでの主な成果                                                    

  「しまね健康寿命延伸プロジェクト」等の取組の結果、健康寿命等が男女と

もに延伸し、脳卒中やがんによる死亡率も年々低下している。また、地域と

職域保健の連携強化により、健康づくりに取り組む事業所が増加した。 

  人口減少や新型コロナウイルス感染症への対応が続く中、医療機関への

施設・設備整備の支援、救急患者搬送体制の維持、医療情報ネットワーク

（まめネット）の活用等により、医療提供体制の確保を図った。 

  医師、看護職員及び薬剤師ともにこれまでの奨学金貸与等により県内従

事者数が増加しているほか、総合診療医を養成する体制が整備されるな

ど、医療従事者の地域偏在の是正に向けた取組が進んでいる。 

  介護現場の負担軽減につながる介護ロボットやＩＣＴの導入支援を拡充し

たことにより、この４年で新たに２４７事業所が導入するなど、介護現場革新

の取組が進んでいる。 

  医療と介護、病院と地域をつなぐ役割を果たす訪問看護師の人材確保や

質の向上に向けた支援により、県内の訪問看護ステーションに勤務する訪

問看護師数（常勤換算）が４１２.５人（Ｒ元）から４６０.３人（Ｒ５）に増加した。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  県民一人ひとりの健康づくりの活動を促進するため、「しまね健康寿命延伸プロジェクト」の取組であ

る｢減塩｣｢野菜摂取｣｢運動促進｣のための３つのキャッチコピーによる呼びかけや県内７つのモデル地

区で展開している住民主体の健康づくり活動の他地域への波及に取り組んでいく。 

  医療提供体制の維持・確保のため、医療機関相互の機能分担と連携に関する地域での議論を促進す

るとともに、救急患者搬送体制の充実、医療情報ネットワークの活用等の取組を強化する。その上で、

拠点病院やへき地診療所の機能確保を図るための支援を強化するとともに、条件不利地域での在宅

医療の供給体制の確保に取り組んでいく。 

  医師、看護職員及び薬剤師の確保や地域偏在の解消のため、大学や病院等の関係者と連携し、将来

の担い手となる高校生等への働きかけや県内就職の促進に引き続き取り組むとともに、総合診療医

や特定行為ができる看護師等の養成に取り組んでいく。 

  介護職場における人材不足に対応するため、介護の日のイベント、中高生の職場体験事業、人材育成

事業所宣言制度等の介護職場の魅力を伝える取組や介護ロボット、介護助手の導入等の介護現場

の業務改善の取組を推進し、介護職員の新規就労や定着につなげていく。 

  訪問看護の推進のため、新たに設けた島根県訪問看護支援センターを中心として、医療機関、行政機

関等の関係機関とも連携しながら、訪問看護師の確保、年代やキャリアに応じた質の向上、働き続け

られる環境づくり等に取り組んでいく。 

政策Ⅴ－１ 保健・医療・介護の充実 

関連施策 (1)健康づくりの推進 (2)医療の確保 (3)介護の充実 

- 14 -



 

１．これまでの主な成果                                                    

  県内のコミュニティソーシャルワーカーは、４９４人（Ｒ元）から６１８人（Ｒ５）

に増加するなど、養成が進んでおり、住民が抱える生活課題の把握や解決

が図られやすくなるなど、地域福祉活動の推進につながっている。 

  くにびき学園は、令和２年９月にこれまでのカリキュラムを見直し、高齢者が

更に活躍の場を広げ、地域に根差した活動を担ってもらえる人材の育成を

目的に新たに開学した。 

  発達障がい児・者の早期支援のため、初診前の事前問診・検査の拡充に取

り組むとともに、令和４年１１月に医療的ケア児支援センターを開設し、医療

的ケア児やそのご家族等への相談・支援体制を強化した。 

  児童相談所への保健師・市町村支援児童福祉司の配置等により、職員の

専門性向上と連携強化が進むなど、虐待事案等に迅速かつ適切に対応す

る体制が強化されている。 

  島根県社会福祉協議会に子どもの居場所支援拠点を設置し、子ども食堂

の開設・運営に関する相談体制を構築したことで、県内のネットワークづく

りが進み、運営ノウハウの共有が図られている。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  地域住民の抱える課題が複雑化・多様化しており、望まない孤独や社会からの孤立状態にある方等、

対応が難しい事例も認められるため、島根県社会福祉協議会と連携しながら、コミュニティソーシャル

ワーカーの実践力向上に向けた研修等の充実を図っていく。 

  くにびき学園の修了生が、担い手を求める地域で活動の場を広げられるよう、学園コーディネーター

や地元市町村、くにびき学園運営協議会の構成団体（福祉関係団体、社会教育関係団体、就労支援

団体等）と連携し、修了生と地域や団体とをつなぐ取組を推進していく。 

  発達障がいに関する相談が増加し、早期発見・支援につながりにくい状況もあるため、学校や職場等

の相談機関による間接支援を強化する。また、医療的ケア児に関する個別の相談内容に応じた支援

体制が十分でないため、医療的ケア児支援センターを中心に関係機関と連携した支援体制を構築し、

広域・専門的な相談支援の充実を図っていく。 

  児童虐待対応（通告・認定）件数が依然として高い水準にあるため、福祉部門と母子保健部門が連携

し、円滑に発生予防・早期発見・早期対応を行えるよう、こども家庭センター設置等市町村への支援を

強化する。また、児童相談所職員の専門性向上と保護児童の権利擁護や処遇改善を継続していく。 

  地域のつながりが希薄となる中、経済的困難を抱え孤立化している保護者の存在、子どもの文化体

験や野外活動等の機会の減少、家庭の経済状況に左右されない学びへの対応等、子どもやその保護

者のみでは解決できない課題があるため、各種支援制度の周知啓発や子ども食堂の開設・運営支援、

地域等における学びの場の創出等を支援していく。 

政策Ⅴ－２ 地域共生社会の実現 

関連施策 (1)地域福祉の推進 (2)高齢者の活躍推進 (3)障がい者の自立支援 (4)子

育て福祉の充実 (5)生活援護の確保 
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１．これまでの主な成果                                                    

  日常生活における様々な情報を学習内容と関連づけて理解を深めること

ができる高校生の割合（Ｒ元:７５.０％→Ｒ５:８１.８％）や将来自分の住んで

いる地域のために役立ちたいという気持ちがある生徒の割合（Ｒ元:    

６８.７％→Ｒ５:７３.２％）等が上昇した。 

  スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等により、児童

生徒、保護者の心理的不安の解消や生活面での支援等が図られている。 

  困難を有する子ども・若者の自立に向け、市町村が行う段階的支援（居場

所、社会体験、就労体験）やコーディネーター配置を支援した結果、協力事

業所数が１０６箇所（Ｒ元）から１６５箇所（Ｒ４）に増加するなど、居場所や体

験活動の場が拡大している。 

  県立大学では、令和３年４月に総合政策学部を地域政策学部と国際関係

学部へ改編し、令和５年４月には短期大学部の総合文化学科を文化情報

学科へ名称変更するなど、地域に貢献する人材の育成に取り組んでいる。 

  社会教育士の養成強化のため、島根大学と連携してＩＣＴを活用した講習

を実施するなど、受講機会の拡充を行った結果、教員籍以外の講習受講

者数が令和元年度の１９人から令和５年度には５７人に増加した。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  小中高を通じて、「主体的・対話的で深い学び」の授業実践が不足しているため、協調学習やＩＣＴ活

用等による授業改善を進め、探究的な学びや教科等横断的な学習につなげていく。 

  子どもたち一人ひとりに自らの人生と地域や社会の未来を切り拓くために必要となる「生きる力」を育

むため、引き続き、学校・家庭・地域が連携・協働を図りながら、ふるさと教育や地域課題解決型学習

に取り組むことのできる教育環境を整備していく。 

  支援を必要とする子どもたちの実態が複雑化・多様化し、スクールカウンセラー等の専門家の支援を

必要とするケースが増えているため、島根大学や職能団体と連携した人材育成や人材発掘を一層進

めるとともに、社会福祉団体等の関係機関と連携し、校内の支援体制づくりや研修等を実施していく。 

  子ども・若者の自立支援では、支援体制の整備と利用者の拡大が進んでいる一方で、事業未実施市町村

に向けた事業活用の働きかけ等が課題であるため、事業周知を継続し、取組を促していく。 

  県立大学の県内高校からの入学者を確保するため、入試制度改革や県内高校と連携した取組を進

めるとともに、受験生、保護者、高校関係者に対する情報提供を強化していく。 

  社会教育士の養成では、活動内容やその成果に対する理解が進んでいないことや受講修了者のネッ

トワーク化が図られていないことが課題であるため、島根大学と連携した情報発信に努めるとともに、

社会教育士の能力向上やネットワーク構築を進めていく。 

政策Ⅵ－１ 教育の充実 

関連施策 (1)発達の段階に応じた教育の振興 (2)学びに向かう力と人間性を高める教

育の推進 (3)学びを支える教育環境の整備 (4)青少年の健全な育成の推進 

(5)高等教育の推進 (6)社会教育の推進 
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１．これまでの主な成果                                                    

  総合型地域スポーツクラブの指導者等の育成事業や巡回指導、各団体に

よるスポーツ普及活動の支援など、生涯を通じてスポーツに親しむ人を増

やす取組が進んでいる。 

  令和１２年の国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の愛称（島根か

みあり国スポ・全スポ）、スローガン、大会ロゴデザインを決定したほか、市

町村の協力により、国スポで３８競技、全スポで１０競技の会場地を選定す

るなど、開催準備を進めた。 

  島根かみあり国スポ・全スポに向け、競技力向上対策本部を設置し、組

織、選手、指導者、環境整備の4つの柱を強化する事業を展開するなど、

競技力向上に向けた取組を進めている。 

  県立美術館では、大規模改修工事に併せ新たに「北斎展示室」を整備する

など、美術作品の鑑賞機会の充実を図った。また、「かぞくの時間」を拡充

し、親子で美術館を楽しむことにより、子どもの鑑賞力･創造力の涵
かん

養につ

ながった。 

  芸術文化センターでは、ホールと美術館の複合施設という特性を活かし、

美術と舞台芸術を融合させた鑑賞事業を展開するなど、多様な文化芸術

に触れる機会を提供することができた。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  総合型地域スポーツクラブの活性化が課題であるため、「しまね広域スポーツセンター」と連携し、クラ

ブマネージャーや指導者の育成及び各クラブの運営支援の強化に取り組んでいく。 

  島根かみあり国スポ・全スポの開催に向け、県民の理解や機運醸成を促進するため、大会の愛称・ス

ローガンやマスコットキャラクターのロゴを活用した広報の強化に取り組んでいく。 

  競技人口の拡大と選手の発掘・育成を図るため、体験会やスポーツ教室等の開催により、競技に触れ

る機会を増やすほか、運動能力の優れた児童をアスリートキッズとして認定し、未普及競技の選手とし

て育成していく。 

  選手の強化を図るため、指導者を確保していくとともに、強化指定高校の拡充や選手の強化活動の

支援、県外で活躍する大学生・社会人選手の県内就職の支援やふるさと選手登録を強化していく。 

  県立文化施設は、鑑賞・発表機会の提供はもとより、教育普及活動や文化芸術団体の育成支援とい

った地域の文化芸術の拠点としての機能が求められているため、各施設が蓄積してきたノウハウ等を

施設外でも活用し、多くの県民が文化芸術に触れる機会の提供や裾野の拡大に取り組んでいく。 

政策Ⅵ－２ スポーツ・文化芸術の振興 

関連施策 (1)スポーツの振興 (2)文化芸術の振興 
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１．これまでの主な成果                                                    

  地域や職場での人権研修や県民参加型の人権イベント等の啓発活動を実

施した結果、県政世論調査での「人権に配慮する人が増えた」と思う人の

割合が４４.８％（Ｒ２）から５１.５％（Ｒ５）に上昇した。 

  インターネット等での誹謗中傷に対して、県では令和元年からネットモニタ

リングを開始し、削除依頼を行っている。さらに、市町村を対象としたモニ

タリング研修を行い、令和６年４月時点で１１市町においてモニタリングが行

われており、誹謗中傷の拡散防止につながっている。 

  男女共同参画推進月間でのパネル展示など、固定的な性別役割分担意識

の解消等を図るための意識啓発に取り組んだ。また、県の審議会等への女

性の参画率が４６.５％（Ｒ元）から４７.１％（Ｒ５）に上昇するなど、政策や方

針の決定過程への女性の参画が進んでいる。 

  中高生等の若年層向けデートＤＶ予防教育に積極的に取り組んだ結果、県

内の中学校、高等学校、特別支援学校等の７割以上が予防教育を実施す

るなど、暴力を生まない意識の定着を図る取組が進んでいる。 

  （公財）しまね国際センターに外国人住民向け相談窓口を設置し、増加・多

様化する様々な相談に多言語、かつ弁護士や臨床心理士等と連携して対

応し、外国人住民の生活支援につなげている。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  隣保館や県人権啓発センターの年間利用者数等がコロナ禍による減少から十分に回復していないた

め、県民が人権に関心を持ち、かつ、楽しんで参加できるイベントや講演会等を実施していく。 

  ネットモニタリングで確認した不適切事案は、法務局への通報のほか、プロバイダへの削除要請等を

行っているが、強制力がないため、要請が実効性を持つような施策や法整備を国に対して求めていく。 

  男女共同参画への理解が進んできた一方で、家事・育児・介護等の多くを女性が担っている実態があ

るため、性別による無意識の思い込みに気づくためのワークショップや女性の視点からの防災・復興

のための講座等、行動変容につながるような地域活動を市町村とも連携し増やしていく。 

  女性相談の内容が複雑化、多様化、複合化する中、住民にとって身近な福祉サービスを所管する市

町村との連携が十分でないため、市町村相談窓口の担当者への研修や巡回相談、市町村訪問、ケー

スカンファレンスへの参画等を通じたスーパーバイズを継続実施することにより、市町村担当者との連

携強化と資質向上を図っていく。 

  多文化共生の推進では、相談内容が多様化、複雑化しているため、窓口の機能強化、日本語学習の

環境整備、ボランティアの養成・確保等に取り組み、外国人住民が安心して暮らすことのできる生活環

境づくりを進めていく。また、多文化共生セミナーを開催し、多文化共生意識の醸成を図り、外国人住

民と日本人住民が共に支え合う地域づくり・人づくりを推進していく。 

政策Ⅵ－３ 人権の尊重と相互理解の促進 

関連施策 (1)人権施策の推進 (2)男女共同参画の推進 (3)国際交流と多文化共生の推

進 
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１．これまでの主な成果                                                    

  自然観察会の実施や自然保護団体への支援により、自然保護ボランティア

の活動日数は概ね増加傾向（Ｒ元:６３０人日、Ｒ２:９３３人日、Ｒ３:９９２人

日、Ｒ４:８２６人日）にあり、活動が活性化している。 

  自然公園や自然学習施設等では、施設や設備の整備により、魅力向上を

図るとともに、展示の工夫や関係機関等と連携した広報等を行った結果、

自然公園の利用者が１,１７６万人（Ｒ元）から２,７８７万人（Ｒ４）に増加した。 

  島根の歴史・文化に関する講座・シンポジウムは、会場とオンラインの併用

により、参加者が予想を上回る増加となった。（Ｒ５:１５４,２１８人）。 

  古代出雲歴史博物館における修学旅行等の受入れが増加（Ｈ３０:４,４６６

人→Ｒ５:５,２７５人）するなど、島根の歴史・文化に対する興味・関心の高ま

りが見られた。 

  公民館や学校等での出前講座の開催件数は、令和2年度はコロナ禍によ

り減少したが、その後回復し、学校教育や社会教育での歴史・文化への理

解が進んだ。（Ｒ元:６０件、Ｒ２:３３件、Ｒ３:６３件、Ｒ４:７２件、Ｒ５:５１件）。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  自然保護では、新たな担い手の確保が課題であるため、ボランティアの育成研修や保護活動の実施と

参加への呼びかけを継続し、担い手育成と人材の掘り起こしを行っていく。 

  自然公園や自然学習施設等の一部では来場者が減少しているため、施設整備や展示・パフォーマン

ス等の内容進化、情報発信の強化等に取り組み、利用者の増加を図っていく。 

  若年層など幅広い人々に島根の歴史・文化への興味を持ってもらうため、研究成果の情報発信の検

討に当たっては、講座受講者等のアンケート結果など幅広い意見を取り入れていく。また、オンライン

を活用した情報発信に継続して取り組んでいく。 

  古代出雲歴史博物館では、団体旅行客の減少やマイカー利用の個人客の増加等、客層に変化が見ら

れるため、個人旅行客向けの情報発信や道の駅、高速道路のＳＡ等でのＰＲを強化する。また、修学

旅行等の学校利用の定着化を図るため、学校や旅行会社への働きかけを行っていく。 

  県内７つの日本遺産は、順次国による継続審査を迎えるため、認定継続に向け、認定地域等の関係

者と地域振興の好事例の共有等を図るとともに、効果的な情報発信を行っていく。 

  世界遺産石見銀山遺跡では、若年層が興味・関心を抱くコンテンツの開発が課題であるため、幅広い

世代の関心を引くような情報発信のほか、令和９年度の発見５００年・登録２０周年に向けて、大田市

や地元関係団体等と連携し、新たなテーマ研究や認知度向上等に取り組んでいく。 

  文化財の保存修理では、大規模な修理を要する重要文化財建造物等が数多く残っていることが課題

であるため、文化財の保存状態等を市町村や所有者と情報共有し、中長期的な観点から計画的に修

理等が行われるよう支援していく。 

政策Ⅵ－４ 自然、文化・歴史の保全と活用 

関連施策 (1)豊かな自然環境の保全と活用 (2)文化財の保存・継承と活用 
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１．これまでの主な成果                                                    

  高速道路と市町村中心部間や県内外の都市間をつなぐ骨格幹線道路の

改良率は９６％（Ｒ元）から９７.３％（Ｒ５）、幹線道路・生活関連道路の改良

率は７７％（Ｒ元）から７９.２％（Ｒ５）へ上昇している。 

  生活交通の確保では、市町村の実行計画策定を支援したことで、計画を策

定した市町村が５市町村増加して令和５年度末に1５市町村となり、地域生

活交通の確保に向けた議論が進んだ。 

  上水道、下水道それぞれについて、県及び各市町村が実施している事業

の広域化・共同化の検討を行い、令和４年度に計画を策定した。 

  携帯電話不感地域の解消に向け、市町村による対策事業の実施や携帯電

話事業者が自主的にエリア拡大に取り組んだことなどにより、携帯不感エ

リア世帯数が１５７世帯（Ｒ元）から６７世帯（Ｒ５）に減少した。 

  竹島の領土権確立では、領土問題に関する国イベント「地方巡回展」での

啓発や県ブックレットの英訳本が国において作成されるなど、国との連携に

よる啓発や情報発信が進んだ。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  県内の国道・県道の２車線改良率は全国平均を下回っており、残っている狭隘
あい

な区間や線形の悪い

区間の整備が課題であるため、骨格幹線道路については、集中投資を行い、幹線道路・生活関連道

路については、道路の目的や地域特性に応じて、既存施設の有効活用を基本とする１.５車線的改良

を始め、様々な整備手法を組み合わせることにより、効率的・効果的に整備を進めていく。 

  路線バスは、利用者の減少により、運行欠損補填がなければ維持が困難な状況であり、乗務員不足

を一因とする路線廃止等も生じているため、令和５年１０月に設置した、県、市町村、運輸局、事業者

の代表等による「中山間地域をはじめとした島根の生活交通を考えるプロジェクトチーム」において、

交通の担い手確保のための処遇改善策や地域の実情に応じた交通への転換等を検討していく。 

  上下水道では、老朽化や耐震化等により負担が増加する一方で、人口減少により料金収入は減少が

見込まれ、経営環境が厳しくなるとみられるため、「水道広域化推進プラン」や「島根県汚水処理事業

広域化・共同化計画」に定めた各種の取組が円滑に実施されるよう、引き続き、市町村の支援や進捗

管理を行っていく。 

  携帯電話不感地域の解消に至っていない地区は、いずれも小規模で条件不利な地区であるため、各

携帯電話事業者の整備計画や実績を確認の上、市町村に意向を確認し、自治体と事業者との定期的

な意見交換を行うなど、早期解消に向けて働きかけていく。 

  竹島の領土権確立では、韓国との交渉の進展には至っていないため、国際司法裁判所への単独提訴

を含めた外交交渉の新たな展開、政府主催による「竹島の日」式典の開催、「竹島の日」の閣議決定等

の積極的な取組を促す要望活動を粘り強く継続していく。 

政策Ⅶ－１ 生活基盤の確保 

関連施策 (1)道路網の整備と維持管理 (2)地域生活交通の確保 (3)上下水道の整備 

(4)情報インフラの整備・活用 (5)竹島の領土権確立 
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１．これまでの主な成果                                                    

  人口減少等に対応できるまちづくりに向け、４区域で都市計画区域の整

備、開発及び保全の方針の見直しを行い、高齢者や子育て世代等が安心

して暮らせるコンパクトなまちづくりを推進する環境を整えた。 

  市町村に対して、景観に関する計画策定や規制を行うことができる景観行

政団体への移行支援を行った結果、令和６年３月末で１１団体が移行し、地

域の特色に応じたきめ細かな景観施策を推進している。 

  県営住宅では、バリアフリー性能を満たす住宅の割合が３９.６％（Ｒ元）か

ら４４.２％（Ｒ５）に上昇するなど、居住環境の改善が図られている。 

  循環型社会の構築に向け、産業廃棄物減量促進基金による施策を実施し

た結果、産業廃棄物再生利用率は６２.９％（Ｒ元）から６３.５％（Ｒ４）とな

り、産業廃棄物の最終処分量の抑制が図られている。 

  省エネに関する普及啓発や環境に関わる人づくりの取組を実施した結果、

県内電力消費量が５,１９０百万Kw（Ｒ元）から５,０２３.２百万Kw（Ｒ４）に減

少するなど、温室効果ガス排出量の削減が進んだ。 

  再生可能エネルギーの推進では、市町村・事業者向け導入支援に取り組

んだ結果、発電量が１,２８９百万ｋＷｈ（Ｒ元）から１,６３１百万ｋＷｈ（Ｒ４）へ

増加するなど、持続可能なエネルギーの確保につながった。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  都市計画区域の整備、開発及び保全の方針は、関係市のマスタープランの改定に併せて見直す予定

であるため、基礎となる情報を収集し、関係市の意向も踏まえた策定の方向性を共有していく。 

  景観行政団体へ移行していない団体では、移行により可能となる規制誘導方策等の有効性が十分に

浸透していないため、良好な景観がまちづくりにもたらす具体的なメリットや開発行為等への指導等

による効果を説明し、理解を求めていく。 

  バリアフリー性能を満たしていない県営住宅があるため、バリアフリー化を計画的に進めていく。また、

県営住宅の建て替えや改善工事を計画的に進めるとともに、近隣の複数団地の集約建て替えにより、

既存用地の有効活用を図っていく。 

  産業廃棄物減量税の意義が広く共有されるよう、減量税の目的、使途の状況、事業成果の一層の周

知を図っていく。 

  ２０５０年のカーボンニュートラルの実現に向けた県民や事業者の活動を促していくため、脱炭素の具

体的かつ取り組みやすい事例を用いた啓発等、分かりやすい情報発信に取り組んでいく。 

  再生可能エネルギーの推進では、地域の実情に応じた取組が必要であるため、市町村等と連携した

普及啓発や県内中小企業等での設備導入の促進を図っていく。 

政策Ⅶ－２ 生活環境の保全 

関連施策 (1)快適な居住環境づくり (2)環境の保全と活用 
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１．これまでの主な成果                                                    

  江の川では、流域治水の考え方を踏まえて国・県・沿川４市町が連携して

策定した「治水とまちづくり連携計画（江の川中下流域マスタープラン）」に

基づいた事業が着実に進捗している。 

  武力攻撃や大規模テロ行為等の発生に備え、消防・警察・自衛隊等と連携

し、訓練形式の研修を実施したほか、市町村が緊急情報の伝達方法や住

民の避難誘導方法等の対応手順を作成する際の支援を行うなど、初動体

制の整備を図った。 

  防災士養成研修の実施等により、防災士資格取得者数が増加（Ｒ元:   

１,０１１人→Ｒ５:１,４２４人）するなど、地域での自主防災活動の中心的な役

割を担う人材の育成が進んでいる。 

  島根原発２号機の再稼働判断の際には、政府等から、安全性、避難対策、

再稼働の必要性等について説明を受け、安全対策協議会、原子力安全顧

問、関係自治体、県議会等の意見を踏まえ、「島根原発２号機の再稼働は、

現状においては、やむを得ない」と考え、容認の判断を行った。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  近年頻発する自然災害や土砂災害に強い県土づくりを実現するため、ハード対策とダムの事前放流

の運用、河川の水位情報や監視カメラによる画像情報の提供、土砂災害警戒情報の周知等のソフト

対策を一体的・計画的に進めていく。 

  江の川では、堤防整備等に必要な予算の確保と事業推進を国に対して要望するとともに、住民の意

向を踏まえた対策が講じられるよう、国や沿川市町と連携して取り組んでいく。 

  武力攻撃や大規模テロ行為等の事案発生に備え、引き続き、市町村が迅速な対応を行うため、様々

な事案を想定した複数の対応手順の作成を支援するほか、消防庁と共同で図上訓練を実施し、市町

村における初動体制の整備を図っていく。 

  自主防災活動の中心的な役割を担う人材の確保や育成が課題であるため、市町村と連携し、防災士

養成研修等を実施するなど、県民の防災意識の向上や自主防災組織の充実強化を図っていく。 

  どのような安全対策を行ってもリスクはゼロにならないといった県民が抱く不安や心配の要因となっ

ている課題について、国や中国電力に要請していくことに加え、県としても中国電力が安全に原子力

発電所を運転するよう、その動向を厳正にチェックしていく。 

  原子力災害に係る避難計画の実効性を高めるため、地区別広域避難計画パンフレットの配布や原子

力防災訓練の実施等、国や関係自治体と連携した取組を進めていく。国に対しては、災害時における

人的・物的支援の確実な実施のほか、資機材の確保や原子力防災の体制整備に必要な財政支援を

要請していく。 

政策Ⅷ－１ 防災対策の推進 

関連施策 (1)災害に強い県土づくり (2)危機管理体制の充実・強化 (3)防災・減災対策

の推進 (4)原子力安全・防災対策の充実・強化 
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１．これまでの主な成果                                                    

  令和３年６月の食品関連事業者へのＨＡＣＣＰ完全義務化に伴い、講習会

や立入検査等、様々な取組を行い、事業者のＨＡＣＣＰ導入に向けた理解

や取組が促進された。 

  高齢者等を見守る消費者安全確保地域協議会の設置自治体は、令和元

年度の６市町から令和２年度以降１３市町へ増加し、未設置自治体では、

県の働きかけにより３町１村で検討が進められているなど、消費者被害の

防止につながる市町村の体制整備が進みつつある。 

  交通安全県民運動を通じた広報啓発、交通安全教育、交通指導取締り、

街頭監視活動等により、令和５年の交通事故発生件数は令和元年比   

１８.４％減の７５６件、重傷者数は同２７.２％減の１７４人に減少し、交通事

故抑止に一定の成果があった。 

  各種防犯活動の推進や人身安全関連事案への適切な対処により、刑法犯

認知件数が減少傾向（Ｒ元:２,３１０件→Ｒ５:１,９５６件）にあるほか、ＤＶ、ス

トーカー、声掛け・つきまとい事案における重大被害の発生を全て未然に

防止しており、県民の体感治安も８割以上が良好と感じている。 

  殺人・強盗等の凶悪犯罪は、徹底した初動捜査や科学捜査等により、高い

検挙率を維持したほか、サイバー犯罪対策課の新設を始めとする組織体

制の整備を推進し、複雑多様化する犯罪等、新たな脅威に対する対処能

力の強化を図った。 

 

２．課題と今後の方向性                                                    

  小規模事業者のＨＡＣＣＰへの理解や取組が不足しているため、関係機関や業界団体と連携した重点

的な指導・助言を行い、より一層の衛生管理の徹底を図っていく。 

  高齢消費者等の被害を未然に防ぐための地域見守りネットワークの全市町村での設置に向け、地域

の状況に合わせた支援を行っていく。 

  交通事故発生件数や重傷者数等が減少傾向にある一方で、高齢者関与事故の割合が高くなってい

るため、きめ細かな啓発活動を推進するとともに、高齢者を始めとするあらゆる世代の道路利用者に

向けて、安全運転の励行や危険回避行動の実践を促す安全教育や指導等を強化していく。 

  交通事故実態に応じた交通指導取締りを実施するほか、通学路や生活道路における街頭監視活動や

シートベルト着用、自転車利用者のヘルメット着用徹底に向けた広報啓発活動を実施していく。 

  人身安全関連事案について、被害者の安全保護対策を図るとともに、研修等により、専門的知識を持

つ職員の育成に取り組んでいく。 

  未解決事件の継続捜査を徹底するとともに、手口が多様化・巧妙化する特殊詐欺やサイバー犯罪の

被害を防止するため、捜査手法の高度化や関係機関と連携した広報啓発活動を推進していく。 

政策Ⅷ－２ 安全な日常生活の確保 

関連施策 (1)食の安全・生活衛生の確保 (2)安全で安心な消費生活の確保 (3)交通安

全対策の推進 (4)治安対策の推進 
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